
○附属機関設置条例

昭和34年9月28日

条例第28号

(目的)

第1条　この条例は、法令に特別の定めあるものを除き、市長の権限に属する事務を処理するた

め必要な事項を定めることを目的とする。

(附属機関の定義)

第2条　附属機関とは、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第138条の4第3

項の規定により設置される審査会、審議会、調査会等の機関をいう。

(設置及び組織)

第3条　本市は、別表に掲げる附属機関を置き、当該附属機関において担任する事務、組織、委

員の構成、定数及び任期は、同表右欄に掲げるとおりとする。

(会長及び副会長)

第4条　会長又は委員長(以下「会長」という。)及び副会長又は副委員長(以下「副会長」とい

う。)は、委員の互選によつてこれを定める。

2　会長は当該附属機関の事務を総理し、当該附属機関を代表する。

3　副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長の欠けたときは、その職務を代理す

る。

4　副会長が置かれていない附属機関にあつては、会長に事故のあるとき又は会長が欠けたとき

は、会長があらかじめ指定する者が会長の職務を代理する。

(委員の任命等)

第5条　委員は市長が任命又は委嘱する。

2　委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(会議)

第6条　附属機関の会議は必要に応じ会長が招集し、会長が会議の議長となる。

2　会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

3　会議の議事は出席委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。

(会議の運営等)

第7条　この条例で定めるもののほか、附属機関の議事及び運営に関し必要な事項は会長が定め

る。

(規則への委任)

第8条　別に規則で定めるところにより、附属機関に専門委員及び部会を置くことができる。

2　各附属機関の庶務は、規則で定める機関においてこれを処理する。

(市長への委任)

第9条　この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

附　則

1　この条例は、公布の日から施行する。

2　次に掲げる条例は、廃止する。

(1)　木更津市営霊園建設委員会設置条例(昭和32年木更津市条例第38号)

(2)　木更津市公営住宅建築委員会設置条例(昭和31年木更津市条例第40号)

(3)　都市綜合開発審議会条例(昭和31年木更津市条例第3号)

(4)　木更津市優良種苗普及委員会設置条例(昭和28年木更津市条例第25号)

3　この条例施行の際、前項各号に掲げる条例により設置されていた機関は、当該条例の廃止に

かかわらず、この条例の各相当規定により設置された機関となり同一性をもつて存続するも

のとする。



4　この条例施行の際、附則第2項各号に掲げる条例の規定により設置されていた機関の職員又

は委員等は、別に辞令を発せられない限り、引き続きこの条例の規定により設置された相当

の機関の職員又は委員等となるものとする。

附　則(昭和34年12月15日条例第32号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和34年12月15日条例第35号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和35年4月1日条例第1号)

この条例は、昭和35年4月1日から施行する。

附　則(昭和35年6月27日条例第11号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和35年12月23日条例第21号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和36年9月26日条例第33号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和37年6月25日条例第16号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和38年3月27日条例第8号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和38年7月15日条例第28号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和38年9月30日条例第31号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和38年9月30日条例第39号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和39年3月30日条例第22号)

この条例は、昭和39年4月1日から施行する。

附　則(昭和39年3月30日条例第41号)

この条例は、昭和39年4月1日から施行する。

附　則(昭和39年10月8日条例第56号)

この条例は、公布の日から施行し、昭和39年4月1日から適用する。

附　則(昭和39年12月28日条例第59号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和39年12月28日条例第61号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和40年3月30日条例第14号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和40年6月1日条例第21号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和40年10月4日条例第34号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和42年4月1日条例第3号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和42年12月25日条例第26号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和44年3月31日条例第6号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和44年10月14日条例第30号)



この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和45年3月31日条例第7号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和45年10月2日条例第28号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和46年3月31日条例第19号)

この条例は、昭和46年4月1日から施行する。

附　則(昭和46年9月7日条例第41号)

この条例は、昭和46年9月10日から施行する。

附　則(昭和46年12月15日条例第67号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和47年9月28日条例第33号)抄

第1条　この条例は、昭和47年10月1日から施行する。

附　則(昭和48年3月10日条例第3号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和48年12月19日条例第48号)

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

(特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正)

2　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和40年木更津市条例第8

号)の一部を次のように改正する。

別表中「

富来田地区行政審議会委員 月額　30,000円

」を削る。

附　則(昭和53年3月29日条例第7号)

この条例は、昭和53年4月1日から施行する。

附　則(昭和54年3月29日条例第8号)

(施行期日)

1　この条例は、昭和54年4月1日から施行する。

(木更津市営野球場運営協議会設置条例の廃止)

2　木更津市営野球場運営協議会設置条例(昭和28年木更津市条例第28号)は、廃止する。

(経過規定)

3　この条例の施行の際改正前の附属機関設置条例の規定により住居表示審議会の委員に委嘱さ

れていた者は、引き続き改正後の附属機関設置条例(以下「改正後の条例」という。)の規定

による住居表示審議会の常任委員又は特別委員となるものとする。

(読替規定)

4　この条例の施行の日から昭和55年3月31日までの間は、改正後の条例別表住居表示審議会の

項中「10人以内」とあるのは、「11人以内」とする。

附　則(昭和56年3月11日条例第1号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和56年9月26日条例第28号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和57年3月31日条例第3号)

この条例は、昭和57年4月1日から施行する。

附　則(昭和59年9月26日条例第26号)

この条例は、公布の日から施行する。



附　則(昭和60年6月21日条例第14号)

この条例は、昭和60年7月1日から施行する。

附　則(昭和62年3月27日条例第16号)

この条例は、昭和62年4月1日から施行する。

附　則(平成3年6月20日条例第11号)

(施行期日)

1　この条例は、平成3年10月1日から施行する。

附　則(平成6年3月26日条例第6号)

この条例は、平成6年4月1日から施行する。ただし、建築審議会の項を加える改正規定は、平

成6年7月1日から施行する。

附　則(平成7年3月25日条例第2号)

この条例は、平成7年4月1日から施行する。

附　則(平成11年3月26日条例第6号)

この条例は、平成11年4月1日から施行する。

附　則(平成12年3月25日条例第10号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成12年4月1日から施行する。

附　則(平成12年3月25日条例第11号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成12年4月1日から施行する。

附　則(平成12年9月28日条例第40号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成12年11月1日から施行する。(後略)

附　則(平成12年12月20日条例第44号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成13年4月1日から施行する。ただし、附則第5項の規定は、公布の日から施

行する。

附　則(平成13年3月24日条例第10号)

この条例は、平成13年4月1日から施行する。

附　則(平成14年2月28日条例第9号)

この条例は、平成14年7月1日から施行する。

附　則(平成15年7月1日条例第24号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

(附属機関設置条例の一部改正に伴う経過措置)

3　この条例の施行の際現に前項の規定による改正前の附属機関設置条例(以下「改正前の条

例」という。)の規定により、上総新研究開発地区地区計画建築審議会の委員である者は、こ

の条例の施行の日をもって、前項の規定による改正後の附属機関設置条例の規定により、か

ずさアカデミアパーク地区地区計画建築審議会の委員に委嘱されたものとみなす。この場合

において、当該委員の任期は、改正前の条例の規定による上総新研究開発地区地区計画建築

審議会の委員の残任期間とする。

附　則(平成15年8月21日条例第27号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成15年12月19日条例第34号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成16年3月20日条例第7号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成16年4月1日から施行する。



附　則(平成16年12月18日条例第30号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成17年2月18日から施行する。

附　則(平成17年3月24日条例第12号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成17年4月1日から施行する。

附　則(平成17年6月27日条例第17号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成17年10月5日条例第32号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成18年6月28日条例第19号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成19年2月22日条例第1号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成20年12月19日条例第50号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成24年6月28日条例第28号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成25年9月28日条例第28号)

この条例は、平成25年10月1日から施行する。

附　則(平成26年9月27日条例第20号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成30年6月28日条例第27号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成30年12月19日条例第43号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成31年3月21日条例第9号)

この条例は、平成31年4月1日から施行する。

附　則(令和元年12月19日条例第22号)抄

(施行期日)

1　この条例は、令和2年4月1日から施行する。

附　則(令和2年6月17日条例第20号)

この条例は、令和2年7月1日から施行する。

附　則(令和3年3月24日条例第2号)

この条例は、令和3年4月1日から施行する。

附　則(令和4年3月16日条例第2号)

この条例は、令和4年4月1日から施行する。

附　則(令和4年9月23日条例第20号)

この条例は、令和4年10月1日から施行する。

附　則(令和5年3月23日条例第9号)抄

(施行期日)

1　この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、別表の改正規定(木更津市財産利活用推

進委員会の項、木更津飛行場周辺まちづくり実施計画策定検討委員会の項、木更津市産業用

地整備支援事業審査委員会の項及び木更津市自殺対策協議会の項に係る部分を除く。)及び附

則第3項の規定は、公布の日から施行する。

(経過措置)



2　この条例の施行の際現にこの条例による改正前の附属機関設置条例の規定により設置されて

いる次の表の左欄に掲げる附属機関の委員(以下「旧委員」という。)に任命又は委嘱されて

いる者は、それぞれ同表の右欄に掲げるこの条例による改正後の附属機関設置条例の規定に

より設置された附属機関の委員(以下「新委員」という。)として任命又は委嘱されたものと

みなす。この場合において、新委員の任期は、旧委員の残任期間とする。

市営霊園建設委員会 木更津市営霊園建設委員会

公営住宅建築委員会 木更津市公営住宅建築委員会

住居表示審議会 木更津市住居表示審議会

合併調査研究委員会 木更津市合併調査研究委員会

下水道事業審議会 木更津市下水道事業審議会

行政改革推進委員会 木更津市行政改革推進委員会

下水処理場漁業関係委員会 木更津市下水処理場漁業関係委員会

老人ホーム入所判定委員会 木更津市老人ホーム入所判定委員会

指定管理者候補者選定委員会 木更津市指定管理者候補者選定委員会

木更津市水産振興計画策定検討委員会 木更津市水産振興推進委員会

附　則(令和5年6月29日条例第23号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(令和5年9月22日条例第31号)

この条例は、令和5年10月1日から施行する。

附　則(令和6年3月22日条例第7号)

この条例は、令和6年4月1日から施行する。

附　則(令和6年6月20日条例第19号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(令和7年3月22日条例第4号)

この条例は、令和7年4月1日から施行する。

附　則(令和8年3月20日条例第5号)

この条例は、令和8年4月1日から施行する。

別表(第3条)

附属機関

附属機関名 担任する事務 組織 委員の構成 定数 任期

木更津市営
霊園建設委
員会

市営霊園の建設を円
滑に遂行し必要な事
項を市長に答申し又
は建議すること

会長
副会長
委員

1　学識経験者
2　市の職員

12人以内 2年

木更津市総
合計画審議
会

総合計画の策定及び
推進について審議
し、必要な事項を市
長に答申し、又は建
議すること

会長
副会長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募

25人以内 2年

木更津市公
営住宅建築
委員会

公営住宅の建築を円
滑に遂行し必要な事
項を市長に答申し、
又は建議すること

委員長
委員

1　学識経験者
2　市の職員

4人以内 1年

木更津市住
居表示審議
会

住居表示整備の実施
に関し調査及び審議
を行い、必要な事項

委員長
委員

常任委員
1　学識経験者
2　市の職員

10人以内 2年



を市長に答申し、又
は建議すること

特別委員
1　学識経験者
2　市政協力員

実施区域ご
とに7人以内

実施区域の
特別事項の
調査審議終
了まで

木更津市史
編集委員会

市史編集計画の審議
と調査を行い、事業
遂行に必要な事項を
市長に答申又は建議
すること

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　市の職員

10人以内 2年

木更津市合
併調査研究
委員会

市町村合併を円滑に
遂行するために必要
な事項を市長に答申
又は建議すること

会長
副会長
委員

1　市議会議員
2　関係行政機関

の委員及び公共
的団体を代表す
る者

3　学識経験者
4　市政協力員
5　市の職員

30人以内 2年

木更津市下
水道事業審
議会

本市の下水道事業計
画及び受益者負担に
ついて審議し、必要
な事項を市長に答申
又は建議すること

会長
副会長
委員

1　市議会議員
2　学識経験者
3　受益者代表
4　市の職員

25人以内 2年

木更津市行
政改革推進
委員会

本市の行政改革の推
進に関する重要事項
を調査審議し、必要
な事項を市長に答申
し、又は建議するこ
と。

会長
副会長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募

15人以内 3年

木更津市下
水処理場漁
業関係委員
会

下水処理場の放流水
に関し、海域におけ
る漁業環境の保全に
ついて必要な事項を
市長に答申又は建議
すること。

委員長
副委員
長
委員

1　市議会議員
2　学識経験者
3　関係漁業団体

の役職員
4　市の職員

9人以内 2年

木更津市男
女共同参画
推進委員会

男女共同参画の推進
に関し、市長の諮問
に応じ、調査、審議
するとともに、その
実施について建議す
ること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募

20人以内 2年

木更津市老
人ホーム入
所判定委員
会

老人福祉法に定める
措置の適正な実施を
図るため調査、審議
すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係行政機関

の職員
3　市の職員

7人以内 2年

木更津市介
護保険運営
協議会

木更津市老人保健福
祉計画、木更津市介
護保険事業計画及び
木更津市認知症施策
推進計画の策定及び
推進並びに介護保険
サービス等の管理、
評価及び苦情処理等
に関する重要事項を
調査、協議するこ
と。

会長
副会長
委員

1　市議会議員
2　医師
3　弁護士
4　被保険者の代

表
5　市政協力員
6　介護保険サー

ビス提供事業者
の代表

7　その他介護保
険の推進のため
必要と認められ
る者

20人以内 2年



木更津市農
業振興地域
整備促進協
議会

農業振興地域整備計
画の策定及び変更並
びに整備計画に基づ
く事業の推進に関す
る重要事項を審議
し、必要な事項を市
長に答申又は建議す
ること。

会長
副会長
委員

1　市議会議員
2　農業委員
3　農業関係団体

等の役職員
4　関係行政機関

の職員

25人以内 2年

木更津市指
定管理者候
補者選定委
員会

公の施設を管理する
指定管理者の候補者
を選定するため調
査、審議すること

会長
副会長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　市政協力員
4　市の職員

9人以内 3年

木更津市地
域福祉推進
委員会

木更津市地域福祉計
画の策定及び推進に
ついて審議し、必要
な事項を市長に答申
又は建議すること

委員長
副委員
長
委員

1　市議会議員
2　学識経験者
3　公募
4　市政協力員
5　福祉関係団体

の代表
6　関係行政機関

の職員
7　市の職員
8　その他地域福

祉の推進のため
必要と認められ
る者

20人以内 2年

きさらづ障
がい者プラ
ン策定委員
会

木更津市障害者計
画、木更津市障害福
祉計画及び木更津市
障害児福祉計画の策
定について審議し、
必要な事項を市長に
答申又は建議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　障がい福祉の

推進のため必要
と認められる者

3　市の職員

12人以内 1年以内

木更津市地
域包括支援
センター運
営協議会

木更津市地域包括支
援センターの設置、
運営、評価等に係る
必要な事項の審議及
び指定介護予防支援
事業所の指定に関す
ること

会長
副会長
委員

1　介護保険のサ
ービスに関する
事業者の代表

2　介護保険のサ
ービスに関する
関係団体の代表

3　公募
4　地域における

権利擁護事業を
行う関係者の代
表

5　相談事業を担
う関係者の代表

7人以内 2年

木更津市子
ども・子育
て会議

子ども・子育て支援
法(平成24年法律第6
5号)第72条第1項各
号に掲げる事務、木
更津市子ども・子育
て支援事業計画及び
木更津市こども計画
の策定及び推進に関
する事項について調
査審議し、必要な事
項を市長に答申し、
又は建議すること並

会長
副会長
委員

1　子どもの保護
者

2　子ども・子育
て支援に関する
事業に従事する
者

3　学識経験者
4　関係団体を代

表する者
5　公募

18人以内 2年



びにこども基本法
(令和4年法律第77
号)第13条第3項のこ
ども施策に係る事務
の実施に係る協議及
び連絡調整を行うこ
と。

木更津市公
募対象公園
施設設置等
予定者選定
委員会

公募対象公園施設の
設置等予定者の選定
について調査審議
し、必要な事項を市
長に答申し、又は建
議すること。

委員長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　市の職員

7人以内 2年

木更津市水
産振興推進
委員会

木更津市水産振興計
画の策定及び推進に
ついて調査審議し、
必要な事項を市長に
答申し、又は建議す
ること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　関係行政機関

の職員

20人以内 1年以内

木更津市農
業振興推進
委員会

木更津市農業振興計
画の策定及び推進に
ついて審議し、必要
な事項を市長に答申
し、又は建議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募
4　関係行政機関

の職員

20人以内 2年

木更津市財
産利活用推
進委員会

本市の財産の利活用
の推進に関する重要
事項を調査審議し、
必要な事項を市長に
答申し、又は建議す
ること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者

7人以内 2年

木更津市産
業用地整備
支援事業審
査委員会

産業用地整備のため
事業者が行う開発行
為その他企業立地の
ための環境整備に対
し、本市が道路、下
水道等の公共に要す
る費用の一定額を負
担する計画を審議
し、必要な事項を市
長に答申し、又は建
議すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者

5人以内 1年以内

木更津市自
殺対策協議
会

木更津市自殺対策計
画の策定及び推進に
ついて審議し、必要
な事項を市長に答申
し、又は建議するこ
と。

会長
副会長
委員

1　医師
2　学識経験者
3　関係団体を代

表する者
4　関係行政機関

の職員

12人以内 2年

木更津市学
校給食セン
ター運営事
業者選定委
員会

木更津市学校給食セ
ンターの運営に係る
事業者を選定するた
め、調査、審議する
こと。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　教育関係団体

の代表
3　小中学校の児

童及び生徒の保
護者

4　市の職員

6人以内 1年以内

木更津市商
工業振興計

木更津市商工業振興
計画の策定及び推進

委員長 1　学識経験者 12人以内 2年



画推進委員
会

について審議し、必
要な事項を市長に答
申し、又は建議する
こと。

副委員
長
委員

2　関係団体を代
表する者

3　公募
4　その他商業の

推進のため必要
と認められる者

5　その他工業の
推進のため必要
と認められる者

6　関係行政機関
の職員

木更津市下
水汚泥堆肥
化施設整備
事業者選定
委員会

木更津市下水汚泥堆
肥化施設整備事業の
事業者を選定するた
め調査、審議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係行政機関

の職員
3　市の職員

7人以内 2年

木更津市吾
妻公園文化
芸術施設整
備検討委員
会

木更津市吾妻公園文
化芸術施設の整備に
係る事業者の選定及
び整備の内容につい
て調査、審議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募
4　市の職員

10人以内 1年以内

木更津市観
光振興計画
推進委員会

木更津市観光振興計
画の策定及び推進に
ついて審議し、必要
な事項を市長に答申
し、又は建議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　公募
4　その他観光振

興の推進のため
必要と認められ
る者

15人以内 2年

木更津市民
交流プラザ
整備事業者
選定委員会

木更津市民交流プラ
ザの整備に係る事業
者を選定するため、
調査、審議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　市民活動の推

進のため必要と
認められる者

3　市の職員

6人以内 1年以内

木更津市介
護保険事業
計画施設等
整備事業者
選定委員会

介護保険事業計画に
おける施設等の整備
に係る事業者を選定
するため審議するこ
と。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　市の職員

7人以内 1年以内

木更津市自
転車活用推
進委員会

木更津市自転車活用
推進計画の策定及び
推進について審議
し、必要な事項を市
長に答申し、又は建
議すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　公共交通事業

者を代表する者
3　関係団体を代

表する者
4　公募
5　関係行政機関

の職員
6　市の職員

20人以内 2年

木更津市い
じめ調査委
員会

いじめ防止対策推進
法(平成25年法律第7
1号)第30条第2項の
規定に基づき、本市
が設置する学校にお
けるいじめによる重
大事態に係る調査の
結果について調査、
審議すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　その他いじめ

の防止等のため
の対策を推進す
るため必要と認
められる者

5人以内 2年



木更津市宿
泊税検討委
員会

宿泊税について調査
審議し、必要な事項
を市長に答申し、又
は建議すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　その他宿泊税

に関する検討の
ため必要と認め
られる者

8人以内 2年以内

木更津市地
域協働推進
協議会

協働による地域づく
りの推進について調
査審議し、必要な事
項を市長に答申し、
又は建議すること。

委員長
副委員
長
委員

1　学識経験者
2　関係団体を代

表する者
3　その他協働の

地域づくりの推
進のため必要と
認められる者

22人以内 2年


